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所在地：

電話：

FAX：

メール：

地震

風水害

火災

氏名

血液型

持病・アレルギー

かかりつけ医師

就業時の退避場所

自宅近くの退避場所



※このカードを習得された方は下記までご連絡ください。

【表面】



①大声で周囲に知らせ119番

②初期消火、火が天井まで回ったら退避

③煙に注意、口に濡れタオル、姿勢低く

緊急時の行動

本人情報



○○－○○

○○○○

①火の元を始末

②海岸近く、大きく揺れたら高台に逃げる

③震度５強で会社に自動参集

①気象情報に注意

②書類や資機材を２階へ移動

③警報が出たら避難の準備

携行カード

○○○○

〒○○　○○

○○－○○
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家族①

家族②

家族③

地域外に住む親戚

社長

上司

社内緊急連絡網の

連絡相手

社内緊急連絡網の

上記不在時の相手

重要取引先①

重要取引先②

重要取引先③

・・・

災害時伝言ダイヤル



通勤通学先

携帯



（電話輻輳時に家族全員が連絡）



連絡先（電話番号、携帯電話、携帯メール）



通勤通学先

携帯

通勤通学先

携帯

【裏面】


「災害時における中国地方地域建設業の事業継続計画」
作成解説書（案）
第６版
様　式　集

【作 成 例】

令和４年８月

国土交通省　中国地方整備局
様式一覧表

	
	確認項目
	重要

必須
	様式名
	頁

	①検討体制の確立
	Ａ－１計画策定の意義・目的
	必須
	様式Ａ－１－１
	計画策定の意義・目的
	1

	
	
	必須
	様式Ａ－１－２
	計画策定の検討体制
	2

	
	Ａ－２周知方法
	必須
	様式Ａ―２―１
	社員への周知方法
	3

	②被害想定
	Ｂ－１受ける被害の想定
	必須
	様式Ｂ－１－１
	自社の地域で懸念されている災害の一覧整理
	4

	
	
	必須
	様式Ｂ－１－１

補足資料１
	自社関連施設の位置図
	5

	
	
	重要
	様式Ｂ－１－１

補足資料２
	自社の地域で懸念されている被害
	6

	
	
	重要
	様式Ｂ－１－２
	建物の耐震性に関する状況把握
	7

	
	
	必須
	様式Ｂ－１－３
	ライフラインの被害想定
	8

	③重要業務と目標

時間の設定
	Ｂ－２重要業務の選定：簡易手法による重要業務の選定
	必須
	様式Ｂ－２－１
	重要業務の候補の影響度比較表
	9

	
	Ｂ－３目標時間の把握：簡易手法による目標時間の把握
	必須
	様式Ｂ－３－１
	重要業務の目標(着手)時間の検討表
	10

	
	
	必須
	様式Ｂ－３－１

補足資料
	重要業務の目標時間の検討表
	11

	
	
	重要
	様式Ｂ－３－２
	全体手順初期
	13

	④計画策定
	Ｃ－１社員及び家族の安否確認方法
	必須
	様式Ｃ－１－１
	安否確認方法一覧表
	14

	
	
	重要
	様式Ｃ－１－２
	社内の連絡体制表
	15

	
	
	重要
	様式Ｃ－１－３
	各社員への周知
	16

	
	Ｃ－２BCPの発動基準と災害時の対応体制
	必須
	様式Ｃ－２－１
	対応体制・対応拠点の概要
	17

	
	
	必須
	様式Ｃ－２－２
	対応体制・指揮命令系統図
	18

	
	
	重要
	様式Ｃ－２－３
	顧客、来客、社員（協力会社、派遣会社社員などを含む）の避難・誘導方法
	19

	
	Ｃ－３費用のさほどかからない対策
	重要
	様式Ｃ－３－１
	設備、棚・ロッカー等、機器の災害の対策状況一覧
	20

	
	
	重要
	様式Ｃ－３－２
	費用のさほどかからない建物対策、設備等の対策の実施計画
	21

	
	
	必須
	様式Ｃ－３－３
	重要なデータ・文書のバックアップの現状と対応計画
	22

	
	Ｄ－１対応拠点、代替対応拠点の確保
	必須
	様式Ｄ－１－１
	拠点候補リスト
	23

	
	
	必須
	様式Ｄ－１－２
	代替対応拠点の概要
	24

	
	Ｅ－１災害直後に連絡を取ることが重要な連絡先の認識
	必須
	様式Ｅ－１－１
	災害発生直後に連絡すべき相手先リスト
	25

	
	
	重要
	様式Ｅ－１－２
	施工中現場の連絡先リスト
	26

	
	Ｆ－１自社で確保している資源の認識
	必須
	様式Ｆ－１－１
	自社が保有している人員や資機材など
	27

	
	
	重要
	様式Ｆ－１－２
	災害時の対応にあたる要員のための備蓄
	28

	
	Ｆ－２自社外からの調達についての連絡先の認識
	必須
	様式Ｆ－２－１
	災害発生直後に調達するリスト
	29

	
	Ｇ－１訓練計画
	必須
	様式Ｇ－１－１
	災害時対応訓練の実施計画
	30

	
	Ｇ－２定期点検計画
	必須
	様式Ｇ－２－１
	事業継続計画の定期点検計画
	31

	
	Ｈ－１訓練の実施状況
	必須
	様式Ｈ－１－１
	訓練実施記録一覧表
	32

	
	
	必須
	様式Ｈ－１－２
	訓練実施記録
	33

	
	
	重要
	様式Ｈ－１－３
	講習会、勉強会等への参加記録表
	34

	
	Ｈ－２定期点検の実施状況
	必須
	様式Ｈ－２－１
	様式の更新履歴一覧表
	35

	
	Ｈ－３　事業継続計画の改訂履歴
	必須
	様式Ｈ－３－１
	事業継続計画の改訂履歴
	36


様式Ａ－１－１（必須）　計画策定の意義・目的

	計画策定の意義・目的
	【記入例】
　大規模な地震が発生した場合、会社の施設や従業員及びその家族が被害を受け、当社の事業活動に大きな影響が及ぶことが予想される。
　災害時には、重要業務の継続および万一中断した場合の早期復旧のために、平常時より事業継続に関する準備が必要となる。
　当社では、重要業務を継続し、公共インフラおよび民間施主の復旧工事を通じて、経済･社会活動の早期復旧に協力するとともに、国および地方公共団体、民間施主の事業継続に貢献することを目指す。
①社員、その家族の生命・身体の安全確保に全力をつくす

②会社施設等の被害の最小化に努める
③救援活動・復旧活動に全面的に協力する
④施工中の建物の倒壊などによる近隣地域への二次災害の発生を防止し、地域の方々の安全確保を図る
⑤当社施工物件の被害状況を迅速に把握し、お客様の事業継続に向けた応急措置および適切な復旧活動に協力する
⑥災害などのリスクに強い企業となることを目指し、事業継続計画を定期的に見直し、改善する[image: image3.jpg]| =7
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様式Ａ－１－２（必須）　計画策定の検討体制

	役割
	所属
	役職
	氏名
	サイン

	総括
	－
	代表取締役
	○○○○
	○○○

	Ａ重要業務の選定と目標時間の把握
	○○部
	○○部長
	○○○○
	○○○

	Ｂ災害時の対応体制
	○○部
	○○部長
	○○○○
	○○○

	Ｃ対応拠点の確保
	○○部
	○○部長
	○○○○
	○○○

	Ｄ情報発信・情報共有
	○○部
	○○部長
	○○○○
	○○○

	Ｅ人員と資機材の調達
	○○部
	○○部長
	○○○○
	○○○

	Ｆ訓練計画と定期点検計画
	○○部
	○○部長
	○○○○
	○○○


様式Ａ―２―１（必須）　社員への周知方法

	社員への周知方法
	媒体
	実施年月日

	・紙媒体で配布した。
	紙
	令和○年○月○日

	・ポケットブック版を作成し配布した。
	紙
	令和○年○月○日

	・社用ホームページに電子ファイルをアップした。
	ホームページ
	令和○年○月○日

	・社内イントラネット上に電子ファイルを掲示した。
	社内サイト
	令和○年○月○日

	・携帯電話用の緊急連絡先を記したアドレス帳を作成し配布した。
	電子データ
	令和○年○月○日

	・新入社員に携行カードを配布した。
	紙
	令和○年○月○日


様式Ｂ－１－１（必須）　自社の地域で懸念されている災害の一覧整理
	リスクの
種類
	説明

(対応拠点での被害規模)
	懸念される本社･支店、

現場事務所等の被害
	懸念される

被害の種類
	被害の概要
及び程度
	対応の
優先順位
	事業継続の対象とする災害

	地震A
	○○断層帯地震

(震度○強)
	本社ビル倒壊

代替拠点１:屋内の散乱
代替拠点２:一部倒壊
	・国道○号通行止め
・施設倒壊

・鉄道〇〇線停止
・火災発生
	別紙１
震度分布図参照
	１
	●

	地震B
	○○断層帯地震

(震度○強)
	本社ビル倒壊
	・国道○号通行止め
・施設倒壊
・火災発生
	別紙２
震度分布図参照
	2
	

	高潮
	高潮発生

(水深○m～○m)
	本社1階床上浸水
	・国道○号通行止め
・床上浸水発生
	別紙３高潮ハザードマップ参照
	3
	

	大規模土砂災害
	土砂災害発生
(土砂崩れ発生)
	自社関連施設（社員寮）一部倒壊
	・国道○号通行止め
・施設倒壊
	別紙４ハザードマップ参照
	4
	

	大規模水害
	○○水系○○川で破堤による洪水はん濫発生

(水深○m～○m)
	本社1階床上浸水
	・国道○号通行止め
・床上浸水発生
	別紙５洪水ハザードマップ参照
	5
	

	大規模積雪
	○○地域で大規模な積雪発生(積雪○m以上)
	無し
	・国道○号通行止め
・鉄道運行休止
	別紙６
積雪分布図参照
	6
	

	新興感染症
	日本国内で新種のウィルス感染が拡大する
	全社屋の消毒実施
	・社員や家族が感染
	現場の休止
業務の停止
	追加
	●

	・・・
	・・・
	・・・
	・・・
	・・・
	・・・
	・・・

	事業継続の

対象とする

災害の設定
	※検討経緯・選定理由を記載


1 懸念される災害すべてについての被害想定の根拠資料（ハザードマップ等）が必要です。
2 事業継続の対象とする災害を選定し、検討経緯・選定理由を記載します。


様式Ｂ－１－１補足資料１（必須）　自社関連施設の位置図





様式Ｂ－１－１補足資料２（重要）自社の地域で懸念されている被害

	リスクの種類
	対象施設
	外力（震度、水深等）
	被害想定
	懸念される被害の種類
	備考

	地震Ａ(○○断層帯地震）
	対応拠点（本社ビル）
	震度６強
	倒壊
	使用不可
	

	
	代替対応拠点１
	震度５弱
	屋内の散乱
	使用可
	耐震工事済み

	
	代替対応拠点２
	震度６弱
	一部倒壊
	被害状況を確認し、適宜使用の可否を判断する。
	耐震工事済み

	
	道路
	○○断層帯地震
	国道○号通行止め

県道○号通行止め

○○橋通行止め
	社員の通勤手段は徒歩か自転車になる。
	

	
	鉄道
	○○断層帯地震
	〇〇線停止
	社員の通勤手段は徒歩か自転車になる。
	

	
	周辺施設
	○○断層帯地震
	火災発生
	状況に応じて迂回する必要有り。通常より参集時間を要する。
	

	
	・・・
	・・・
	・・・
	・・・
	・・・


様式Ｂ－１－２（重要）　建物の耐震性に関する状況把握

	対象施設
	施設名称
	構造･階数
	建築時期
	Ｓ56年6月以前か
	耐震診断・補強の有無
	目視による

異常
	耐震性診断・工事の予定・検討の状況

	対応拠点
	社屋Ａ棟
	鉄筋コンクリート３階建
	S50年5月
	以前
	未実施
	有り

（梁に亀裂）
	耐震性診断の予定有り

工事の予定無し

	自社
関連施設
	倉庫Ｂ棟
	ＲＣ２階建
	H2年9月
	以降
	未実施
	有り（アルカリ骨材反応）
	耐震性診断の予定有り

工事の予定無し

	自社
関連施設
	社宅
	木造2階建
	S51年5月
	以前
	未実施
	有り

（梁に亀裂）
	耐震性診断の予定有り

工事の予定無し

	代替拠点１
	〇〇支店
	鉄筋コンクリート５階建
	H７年5月
	以前
	未実施
	無し
	耐震性診断の予定なし

工事の予定無し

	・・・
	・・・
	・・・
	・・・
	・・・
	・・・
	・・・
	・・・


確認日：令和〇年〇月〇日

1 　自社の建物の耐震性を建築時期や耐震補強の履歴などから整理します。建築時期不明の場合、昭和56年以前と同様に扱います。 

2 　昭和56年（1981年）6月以前の建物（旧耐震基準により設計された建物）は震度５強を超える地震に耐えられることが確認されていません。

3 　目視による建物の大きなひび、傾き、構造に影響がありそうな破損の有無もチェックします。

様式Ｂ－１－３（必須）　ライフラインの被害想定

リスクの種類：地震Ａ
	対象施設
	ライフライン
	停止期間
	出典・設定根拠

	対応拠点
	電力
	２４時間
	本書Ｐ○に、出典・設定根拠・算出経緯を記載。

	
	電話
	２４時間
	本書Ｐ○に、出典・設定根拠・算出経緯を記載。

	
	インターネット（光ケーブル）
	２４時間
	本書Ｐ○に、出典・設定根拠・算出経緯を記載。

	
	上水道
	２週間
	本書Ｐ○に、出典・設定根拠・算出経緯を記載。

	
	ガス
	１ヶ月以上
	本書Ｐ○に、出典・設定根拠・算出経緯を記載。

	代替対応

拠点１
	電力
	２４時間
	本書Ｐ○に、出典・設定根拠・算出経緯を記載。

	
	電話
	２４時間
	本書Ｐ○に、出典・設定根拠・算出経緯を記載。

	
	インターネット（光ケーブル）
	２４時間
	本書Ｐ○に、出典・設定根拠・算出経緯を記載。

	
	上水道
	２週間
	本書Ｐ○に、出典・設定根拠・算出経緯を記載。

	
	ガス
	１ヶ月以上
	本書Ｐ○に、出典・設定根拠・算出経緯を記載。


①　自治体の被害想定検討資料や業務継続計画、既往の大災害時のライフラインへの影響事例等を参考にして、本社および代替対応拠点におけるライフラインの停止期間を想定してください。
②　想定に用いた資料を添付し、想定のために引用した箇所を明記の上、ライフラインの停止期間を設定した根拠を記載してください。

様式Ｂ－２－１（必須）　重要業務の候補の影響度比較表

	判断要因
重要業務名
	業務停止による影響度合い※
	総影響度

(例えば平均値)
	災害時の重要業務

	
	利益への

影響
	災害協定先、公共

発注者、施主、

取引先への影響
	社会的

影響
	
	

	安否確認
	3
	3
	3
	3.0
	●

	執務環境の確保
	3
	3
	２
	2.7
	●

	自社施設等の被害情報の収集
	3
	3
	3
	3.0
	●

	施工中の現場の被害状況の確認
	3
	3
	3
	3.0
	●

	重要取引先との連絡と調整
	3
	3
	3
	3.0
	●

	災害協定業務、その他の応急・復旧業務
	3
	3
	3
	3.0
	●

	近隣の救助活動
	１
	１
	3
	1.７
	

	入札
	3
	1
	１
	1.3
	

	金融機関との調整
	3
	1
	１
	1.3
	

	社員への給与の支払い
	2
	―
	1
	1.0
	

	協力者への支払い
	2
	―
	1
	1.0
	

	・・・
	・・・
	・・・
	・・・
	・・・
	・・・

	・・・
	・・・
	・・・
	・・・
	・・・
	・・・

	ＢＣＰの対象とする災害時の重要業務の設定理由・根拠
	＜記載例＞
・総影響度が３以上の業務を災害時の重要業務とする（重要業務欄に●を記入）。

・重要業務の内、上位の○業務を災害時の重要業務とする。

・重要業務の実施順序を時系列に並べ、「災害協定業務、その他応急・復旧業務」までを災害時の重要業務とする。


作成：令和〇年〇月〇日

影響度：３：影響が大きい。２：影響がある。１：影響が小さい。

※これらは一例ですので、各社の判断により影響度を判断する要因を変えたり、必要と考えられる業務を追加してください。

様式Ｂ－３－１（必須）　重要業務の目標(着手)時間の検討表

	発災の条件
	○月○日（○曜日）○時○分（就業時間外）、○○市で震度○の地震発生

	重要業務名
	総影響度
	目標時間(着手時間※)
	根拠資料

	安否確認
	3
	2時間
	Ｐ○参照

	重要取引先との連絡と調整
	3
	6時間
	Ｐ○参照

	施工中の現場の被害状況の確認
	3
	12時間
	Ｐ○参照

	災害協定業務、その他の応急・復旧業務
	3
	24時間
	Ｐ○参照

	・・・
	・・・
	・・・
	・・・


作成：令和〇年〇月〇日

①　発災の条件は、災害の種類と時間（就業時間外（夜間・休日））を設定してください。
※着手時間とは、災害発生から業務着手までの経過時間です。

様式Ｂ－３－１補足資料（必須）　重要業務の目標時間の検討表

●参集時間の集計表  徒歩で参集する場合(3㎞/ｈ)
	役職
	氏名
	災害時の役割
	住所
	所属班
	自宅⇒本社・支社への参集)

	
	
	
	
	
	出発地
	参集場所
	距離(㎞)
	移動時間(時間)

	Ａ係長
	○○ ○○
	建物の点検
	○○県○○市○-○
	業務班
	自宅
	本社
	3.0
	1.0

	Ｂ係長
	○○ ○○
	建物の点検
	○○県○○市○-○
	業務班
	自宅
	本社
	4.2
	1.4

	Ｃ係長
	○○ ○○
	安否確認担当者
	○○県○○市○-○
	総務班
	自宅
	本社
	4.8
	1.6

	Ｄ社員
	○○ ○○
	安否確認担当者
	○○県○○市○-○
	総務班
	自宅
	本社
	5.5
	1.8

	Ｅ社員
	○○ ○○
	安否確認担当者
	○○県○○市○-○
	総務班
	自宅
	本社
	6.0
	2.0

	Ｆ課長
	○○ ○○
	重要取引先との連絡と調整
	○○県○○市○-○
	対外班
	自宅
	本社
	14.0
	4.7

	Ｇ課長
	○○ ○○
	重要取引先との連絡と調整
	○○県○○市○-○
	総務班
	自宅
	本社
	16.0
	5.3

	Ｈ課長
	○○ ○○
	重要取引先との連絡と調整
	○○県○○市○-○
	支援班
	自宅
	本社
	16.5
	5.5

	Ｉ社員
	○○ ○○
	重要取引先との連絡と調整
	○○県○○市○-○
	対外班
	自宅
	本社
	17.0
	5.7

	Ｊ係長
	○○ ○○
	災害協定業務、その他の応急・復旧業務
	○○県○○市○-○
	支援班
	自宅
	本社
	17.5
	5.8

	Ｋ係長
	○○ ○○
	災害協定業務、その他の応急・復旧業務
	○○県○○市○-○
	業務班
	自宅
	本社
	17.8
	5.9

	L社員
	○○ ○○
	災害協定業務、その他の応急・復旧業務
	○○県○○市○-○
	業務班
	自宅
	本社
	18.0
	6.0

	Ｍ社員
	○○ ○○
	災害協定業務、その他の応急・復旧業務
	○○県○○市○-○
	業務班
	自宅
	本社
	24.0
	8.0

	…
	…
	…
	…
	…
	…
	…
	…
	…


作成：令和〇年〇月〇日
●目標時間算出根拠（安否確認、重要取引先との連絡と調整、
災害協定業務、その他の応急・復旧業務））

＜災害対策本部に直接参集する人員＞


　　表中の数値の単位は人数
	
	班
	発災～1時間
	1時間～2時間
	2時間～3時間
	3時間～6時間
	6時間～12時間
	12時間～1日

	参集人員
	総務班
	0
	3
	0
	1
	１
	４

	
	対外班
	0
	0
	0
	2
	２
	４

	
	支援班
	0
	0
	0
	2
	１
	５

	
	業務班
	1
	1
	0
	２
	１
	４

	
	合計
	0
	4
	0
	７
	５
	17

	
	累加
	1
	5
	5
	1２
	17
	34

	重要業務の実施に必要な人数・要員
	
	安否確認
担当者
2人
	
	重要取引先との

連絡と調整
担当者３人
	
	災害協定業務、

その他の応急・

復旧業務
担当者３人


作成：令和〇年〇月〇日

1 各担当者は、不測の事態に備えて、担当者以外にも活動できる人員を別途決めておくことが必要です。
●目標時間算出根拠（施工中現場の被害状況の確認）

＜自宅から直接現場に向かう人員＞徒歩で参集する場合(3㎞/ｈ)
　　表中の数値の単位は人数
	現場名
	現場住所(概略)
	担当
	氏名
	参集距離

(㎞)
	移動速度

(㎞/hr)
	参集時間

(hr)
	目標時間※12時間を満足するか

	○○業務
	○○市○○町
	担当者
	○○ ○○
	15
	３
	5
	OK

	
	
	担当者(代理)
	○○ ○○
	21
	３
	7.0
	OK

	○○業務
	○○市○○町
	担当者
	○○ ○○
	12
	３
	4.0
	OK

	
	
	担当者(代理)
	○○ ○○
	9
	３
	3.0
	OK

	○○業務
	○○市○○町
	担当者
	○○ ○○
	6
	３
	2.0
	OK

	
	
	担当者(代理)
	○○ ○○
	6
	３
	2.0
	OK

	○○業務
	○○市○○町
	担当者
	○○ ○○
	39
	３
	13.0
	NG

	
	
	担当者(代理)
	○○ ○○
	45
	３
	15.0
	NG

	○○業務
	○○市○○町
	担当者
	○○ ○○
	21
	３
	7.0
	OK

	
	
	担当者(代理)
	○○ ○○
	15
	３
	5.0
	OK

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


作成：令和〇年〇月〇日

＜自宅から直接現場に向かう人員＞自転車で参集する場合(6㎞/ｈ)　　　　表中の数値の単位は人数
	現場名
	現場住所(概略)
	担当
	氏名
	参集距離

(㎞)
	移動速度

(㎞/hr)
	参集時間

(hr)
	目標時間※12時間を満足するか

	○○業務
	○○市○○町
	担当者
	○○ ○○
	15
	6
	2.5
	OK

	
	
	担当者(代理)
	○○ ○○
	22
	6
	3.7
	OK

	○○業務
	○○市○○町
	担当者
	○○ ○○
	12
	6
	2.0
	OK

	
	
	担当者(代理)
	○○ ○○
	10
	6
	1.7
	OK

	○○業務
	○○市○○町
	担当者
	○○ ○○
	6
	6
	1.0
	OK

	
	
	担当者(代理)
	○○ ○○
	6
	6
	1.0
	OK

	○○業務
	○○市○○町
	担当者
	○○ ○○
	30
	6
	5.0
	OK

	
	
	担当者(代理)
	○○ ○○
	28
	6
	4.7
	OK

	○○業務
	○○市○○町
	担当者
	○○ ○○
	20
	6
	3.3
	OK

	
	
	担当者(代理)
	○○ ○○
	15
	6
	2.5
	OK

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


作成：令和〇年〇月〇日

※目標時間は、施工中現場の位置等に応じてそれぞれ現実的な時間を設定してください。
様式Ｂ－３－２（重要）　全体手順初期：就業時間外（夜間・休日）の場合

	時間
	対 応 手 順
	備考

	直後 
	直後 自己及び家族の安全の確認

· 自己及び家族の安全の確認。必要な場合に、救出、初期消火など。

· 自宅の火災発生などの二次災害の防止。

· 避難の必要があれば、避難所等に向かう。
	

	直後～

○時間
	社員の安否及び参集可能性の確認 

· 安否確認要領に従い、全社員の安否確認と参集予定者に対する参集可能性の確認を行う。

· 連絡がない職員には安否確認担当者が連絡を行う。安否確認の責任者は、災害対策本部長などに結果を報告する。途中経過でよい。
	

	直後～

○時間
	緊急参集 

· 災害対策本部が設置される災害が発生したら、災害対策本部のメンバー及び現場担当者は各々の参集箇所へ自動参集する（代替対応拠点への参集を含む）。

· それ以外の社員は、安否確認の連絡をし、家族や家屋などが無事で参集できる者については、決められた対応拠点（代替対応拠点を含む）へ参集する。

· 早期に参集したメンバーは、会社幹部の所在・安否を優先的に把握する。
	

	○～

○時間
	対応拠点（代替対応拠点を含む）の被害状況の調査、二次災害の防止

· 参集者は、社屋に入るのに危険がなければ社屋、設備の被害状況を確認し、取りまとめる。

· ガス、電線、倒れそうな危険物等に対して応急対処。ただし、無理をしない。

· 隣接地域での救出・消火などの支援が必要であれば、可能な限り役割分担の上対応。 

· 社屋倒壊の危険、火災発生可能性当を判断（危険なら退去）

· 重要設備の使用可能性を判断。使用又は早期復旧が無理なら、代替対応拠点の活用を検討。

· 被害状況は時間経過で変わるため、継続的に監視。必要があれば、建物や設備の点検や補修の技術者の来訪を要請（すぐには来ない可能性）
	

	○～

○時間
	災害対策本部立上げ・関係する行政機関に対しての連絡調整 

· 災害対策本部を＊＊会議室に立ち上げる。

· ○時間以内に、関係する行政機関に○○部長(代理○○課長)が自社の概況と協定等の業務への対応可能性を連絡、今後の連絡手段等を確認。

· 重要関係先（施工中現場の施主も含む）にも当方の概況を連絡し、先方の情報を入手する。

· 先方に連絡がつかない場合、直接出向くことも検討する。

· 緊急参集メンバー以外の社員に、必要な参集等の指示を連絡する。
	

	半日以内
	施工中現場の被害状況の確認・二次災害の防止 

· 二次災害の発生可能性を調査し、必要な防止措置に着手。

· 危険があれば、周辺地域や関係組織に至急通報。

· 半日以降も、以後必要な防止措置が終了するまで対応を継続。
	

	１日以内
	災害協定業務の着手 

· 重要業務（上述の関係する行政機関への連絡、二次災害の防止等を除く）について、着手や実施の可能時間の積もりを開始。

· この見積もりに必要な情報を関係先から積極的に収集。

· 救援や復旧工事の発注者等からの要請を受け、随時連絡調整。

· 優先度の高い重要業務から、体制が整い次第着手する。１日以内には必ず災害協定業務に着手する。

· なお、想定していなかった地域での救出支援要請等があれば、合わせて対応を検討。
	


1 都市部では帰宅困難の対応がポイントになりますので、これらの特徴に留意してください。

様式Ｃ－１－１（必須）　安否確認方法一覧表

	項目
	内容

	安否確認の責任者
	代理者：○○ ○○

責任者：○○ ○○

	安否確認の担当体制
	担当者：○○ ○○、○○ ○○、○○ ○○（複数名記述）

	安否確認の実施場所
	本社：○○部

代替実施場所：○○○

	安否確認の方法・手順
	＜記載例＞
①安否確認の担当者が対応拠点（もしくは代替対応拠点）に参集する。

②一番最初に対応拠点に参集した安否確認の担当者が、全社員に安否確認のメールを一斉送信する。
③社員は、自身と家族等の安否を確認し、安否確認の担当者に返信する。
④メール返信の無い社員に対して、連絡体制表に従って、安否確認の担当者が、様々な通信手段を利用して安否を確認する。
⑤安否確認の担当者から30分以内に安否確認のメールが送付されない場合、代理者が安否確認のメールを送付する。
※必要に応じて、勤務時間内と勤務時間外（深夜、休日）の方法を区別して記載する。

	安否確認の発動条件
	安否確認の発動条件を記載

＜記載例＞
①○○市で震度5弱以上の地震発生時

②〇〇川で河川の氾濫または〇〇市内で冠水が発生した場合

③〇〇で土砂災害が発生した場合

	連絡が取れない場合の対応

	＜記載例＞
・社員と連絡がとれない場合、安否確認の担当者は、同グループの社員に実地確認を行うように指示する。
・事前に住所の近い社員をグループ化して整理している。 →資料P○
・各社員の住所の位置図は、住宅地図に整理している。　→資料P○

	死傷者が出た場合の社内情報共有方策
	・社長、幹部、関連部局への連絡ルール等を記載する。

	・・・
	・・・


1 安否確認は、社員本人はもちろん、家族の安否も確認することが重要です。家族がケガをすれば、本人が業務に復帰しにくくなります。また、自宅で当面居住できるのか、避難所に入るのかも（未定かもしれませんが）把握が必要です。

2 大都市では帰宅困難が生じますが、家族の安否がわからなければ社員の帰宅要請を止めるのが難しくなりますが、無事が分かれば、危険を避けて帰宅を待たせる指示が出しやすくなります。

様式Ｃ－１－２（重要）　社内の連絡体制表
	氏名
	社有貸与携帯
	個人携帯
	自宅
	自宅住所
	グループ

	
	電話番号
	メール
	電話番号
	メール
	電話番号
	メール
	
	

	○○○○
	○-○-○○
	○＠○○.○○
	○-○-○○
	○＠○○.○○
	○-○-○○
	○＠○○.○○
	
	Aグループ

	○○○○
	
	
	
	
	
	
	
	

	○○○○
	
	
	
	
	
	
	
	

	○○○○
	
	
	
	
	
	
	
	Bグループ

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	・・・
	・・・
	・・・
	・・・
	・・・
	・・・
	・・・
	・・・
	


作成：令和〇年〇月〇日

1 安否確認の対象は、役員、正社員のみならず、業務に不可欠な臨時職員や派遣社員も含めることが必要です。

2 広域災害時には、自宅の電話や携帯電話の通話が相当かかりにくくなるので、携帯メールや自宅パソコンのメールも活用が必要です。 東日本大震災の教訓も踏まえ、自宅電子メールアドレスもあれば有効です。

3 連絡が取れない社員宅を個別訪問する際、スムーズに訪問できるよう、社員の住所でグループ分けをし、誰が誰を訪問するのかを整理しておくことが重要です。
4 個人情報が伴いますので取り扱いには十分注意してください。

様式Ｃ－１－３（重要）　各社員への周知

　
中小企業ＢＣＰ策定運用指針より引用
1 安否確認方法について簡易にまとめた資料を作成し、社員に周知することが重要です。

2 できれば、ポケットに入るサイズで作成し常時携帯させるように指導することも有効です。

様式Ｃ－２－１（必須）　対応体制・対応拠点の概要

	事項
	説明・内容

	1
	BCPの発動基準
	1)○○市内に震度○強以上の地震の発生
理由：震度○以上の場合、災害協定に基づき○をする必要があるため。

	
	
	2)○○市内に特別洪水警報、○○水位観測所で避難判断水位を超えたとき。

	2
	災害対策本部の設置権限者、代理権限者
	設置権限者：災害対策本部長または社長
代理権限者：第1位：○○常務、第2位：○○部長、第3位：○○部長

	3
	災害対策本部要員
	○○専務、○○常務、○○総務部長、○○部長・・・
(注：事務局員まで記載。別紙でもよい）
点検者：○○部長、○○係長、・・・

	4
	対応拠点設置場所
	○○支店　○○会議室
住所　〒○○-○○　　○○○○○○

	5
	連絡手段
	固定電話　：○○-○○-○○
ＦＡＸ　　：○○-○○-○○
電子メール：○○＠○○.○○
携帯電話　：○○-○○-○○
携帯メール：○○＠○○.○○
衛星電話　：○○-○○-○○
無線　　　：○○○○

	6
	災害対策本部の電源設備
	【ライフライン（電気）の停止期間】２４時間（様式Ｂ－１－３より）
＜電気の確保方法(記載例１)＞
・発動・発電機のリース（リース会社の連絡先を記載）
・発動・発電機の燃料調達（燃料調達の連絡先を記載）
＜電気の確保方法(記載例２)＞
・既設の発動・発電機を利用

・発動・発電機の燃料を備蓄（軽油リットル：○時間稼動可能）
・○時間以上の燃料は適宜調達する（燃料調達の連絡先を記載）

	7
	災害対策本部内及びその近くに備える設備
	電話：○回線、FAX：○台、衛星電話：○台、無線○台、

ホワイトボード：○台、パソコン○台、プリンター○台、コピー機○台

・・・

	8
	参集要因
	1)災害対策本部の要員は、1の場合には自動的に本社（または代替対応拠点）に参集する。
2)施工中現場の確認担当者は、1の場合には、自動的に直接現場に向かう。
3)それ以外の社員は、勤務時間外の場合、安否確認の連絡を行ったうえ、家族及び家屋の安全な状況であれば定められた場所（本社、代替対応拠点など）に参集する。
4)公共交通機関の途絶等により参集に○時間以上かかる場合、無理をせず、連絡をして指示を待つ。

	9
	各班の担当業務
（注：班別構成は各社で行動しやすいように定めてよい）
	1)総務班：全体調整担当、被害状況確認担当、・・・
2)業務班：応急復旧・災害復旧工事担当、・・・
3)対外班：得意先の担当、取引先担当、広報担当、・・・
4)支援班：社員の安全確保担当、安否確認担当、・・・
5)・・・

	10
	・・・
	・・・


1 代替対応拠点については、様式Ｄ－１－２（必須）代替対応拠点の概要に記載します。

2 BCPの発動基準について、必要に応じ、別紙(様式任意)に詳しく定めておくことも検討してください。
3 公共の電気が停止する間の非常用電源、その燃料の確保方法、燃料調達先への連絡方法等について定めておくことが必要です。
4 燃料の備蓄があれば、その量と稼働時間を記載してください。
様式Ｃ－２－２（必須）　対応体制・指揮命令系統図











作成：令和〇年〇月〇日

1 上記の班編成は一例です。貴社にあった合理的な班別編成を検討します。

2 本部長、事務局長、班長等は、それぞれ複数の代理を決めておきます。

3 班長、班長代理の「氏名」「役割（役職）」「住所」、「連絡手段」について記載してください。なお、連絡手段は「固定電話」と「FAX」の組み合わせを除いて複数確保して記載してください。
4 BCPの発動基準について、必要に応じ、別紙(様式任意)に詳しく定めておくことも検討してください。
様式Ｃ－２－３（重要）顧客、来客、社員(協力会社、派遣会社社員などを含む)の避難・誘導方法

	事業所名、建物名等
	内　容

	避難誘導責任者
同上(代理者）
	○○部○○課○○
○○部○○課○○

	顧客、来客の誘導方法
	本社ビルの避難計画による（参考資料として添付する）

	社員（協力企業、派遣社員を含む）の避難方法
	本社ビルの避難計画による（参考資料として添付する）

	避難経路
	本社ビルの避難計画による（参考資料として添付する）

本社から避難場所までの経路（参考資料として添付する）

	避難先（集合場所）
	本社前の駐車場、○○ビル等

	近隣の避難場所
	○○ビル、○○公園等


1 避難が必要な場合は集合場所において点呼を行うことで安否確認ができます。

2 地震では、倒壊の危険がなく、火災も発生していない場合には、耐震性のある建物に残っていた方が安全な場合が多いので留意してください。

様式Ｃ－３－１（重要）　設備、棚・ロッカー等、機器の災害の対策状況一覧
	場所
	設備名
	想定される被害
	必要な震災対策の内容
	実施の有無

	本社Ａ棟
	サーバー
	データ損失
	固定が必要
	実施済み

	
	
	
	耐震化
	未実施

	
	ロッカー
	落下
	高所のものを撤去
	実施済み

	
	
	転倒
	固定が必要
	未実施

	
	・・・
	・・・
	・・・
	・・・

	倉庫B棟
	資材棚Ａ
	落下
	高所のものを撤去
	実施済み

	
	
	転倒
	固定が必要
	未実施

	
	
	浸水
	1段高い場所に移動
	未実施

	
	資材棚Ｂ
	落下
	高所のものを撤去
	実施済み

	
	
	転倒
	固定が必要
	未実施

	
	
	浸水
	土のう袋を常備し水防活動で対応
	未実施

	
	・・・
	・・・
	・・・
	・・・

	代替拠点１
	書棚
	転倒
	固定が必要
	実施済み

	
	・・・
	・・・
	・・・
	・・・

	・・・
	・・・
	・・・
	・・・
	・・・


作成：令和〇年〇月〇日

1 建物毎に、主要な設備の耐震対策（固定など）その他の対策について、必要性の評価、施すべき内容を整理します。
様式Ｃ－３－２（重要）費用のさほどかからない建物対策、設備等の対策の実施計画

	場所
	想定される事態
	対応策
	対応時期

	本社
	窓ガラスの飛散
	割れても飛散しないガラスへの交換
	３年以内

	
	停電による機能停止
	非常用電源の設置
	未定

	
	建物の倒壊
	筋交い設置による補強
	未定

	
	
	専門家による簡易な耐震診断を受け、簡易な○○対策のアドバイスを受けている。
	1年以内

	代替拠点１
	窓ガラスの飛散
	割れても飛散しないガラスへの交換
	３年以内

	
	停電による機能停止
	非常用電源の設置
	未定

	・・・
	・・・
	・・・
	・・・


作成：令和〇年〇月〇日

1 建物や設備に対する費用のさほどかからない耐震対策（例：転倒防止や簡易な補強による生存空間の確保）や他の対策について、必要に応じて実施計画を策定することが推奨されます。

様式Ｃ－３－３（必須）　重要なデータ・文書のバックアップの現状と対応計画

	重要なデータ･文書
	分類
	現在のデータ保管場所

およびバックアップ状況・頻度
	今後の対応方針
（バックアップの方法・頻度）

	施工中物件の契約図書
	紙
	紙媒体として正・副の2部本社2階書棚に保管している。
	＜記載例＞
・紙媒体はスキャナーして電子化する。電子化後は電子データとして管理する。

・被災しない箇所（○○）に保管する。
・コピーをとり、遠隔地（○○）で保管する。
・データは金庫に保管する。

	申請・許認可の書類
	紙・

データ
	紙は本社2階総務に保管、一部電子化しサーバーに保管している。
	

	財務のデータ
	紙
	紙は本社2階総務に保管、バックアップはほとんど行っていない。
	

	各種連絡先の情報
	紙・

データ
	紙は本社2階総務に保管、一部電子化し、週1回バックアップデータを作成し、サーバーに保管している。
	

	取引の状況・記録
	データ
	サーバーに保管、バックアップはほとんど行っていない。
	＜記載例＞
・サーバーを導入し、週1回バックアップデータを作成する。
・サーバーは、遠隔地（○○）でのバックアップを行い、二重化を図る。

・データは金庫に保管する。

	完成図書
	データ
	ＤＶＤで本社１階書庫に保管している。
	

	継続業務のデータ
	データ
	サーバーを導入し本社および東京支店において毎日バックアップを行っている。
	

	・・・
	・・・
	・・・
	・・・


作成：令和〇年〇月〇日

様式Ｄ－１－１（必須）　拠点候補リスト

	優先順位
	拠点施設
	住所
	電話番号
	FAX番号

	対応拠点
	本社
	○○市○○町○○
	○○-○○-○○○
	○○-○○-○○○

	代替拠点１
	○○支店　〇〇会議室
	○○市○○町○○

（本社からの距離○㎞）
	○○-○○-○○○
	○○-○○-○○○

	代替拠点２
	○○ビル○○階会議室
	○○市○○町○○

（本社からの距離○㎞）
	○○-○○-○○○
	○○-○○-○○○

	代替拠点３
	○○研究所○号室
	○○市○○町○○

（本社からの距離○㎞）
	○○-○○-○○○
	○○-○○-○○○

	・・・
	・・・
	・・・
	・・・
	・・・


作成：令和〇年〇月〇日

様式Ｄ－１－２（必須）　代替対応拠点の概要

	
	項　目
	内　容

	代替拠点１
	1
	代替対応拠点名
	○○支店

	
	2
	場所(住所)
	○○支店　○○会議室
住所　〒○○○-○○○○　　　○○○市○○区○○○○

	
	3
	選定理由
	・対応拠点よりも震度が小さいため。
・対応拠点よりも耐震性に優れるため。

・対応拠点に近く、設備の確保や社員の参集に有利なため。

	
	4
	連絡先
	固定電話　：○○-○○-○○
ＦＡＸ　  ：○○-○○-○○
電子メール：○○＠○○.○○

	携帯電話　：○○-○○-○○

携帯メール：○○＠○○.○○
衛星電話　：○○-○○-○○
無線　　　：○○-○○-○○

	
	5
	代替対応拠点への直接の緊急参集者及び代表者
	○○部長、○○課長、○○、・・・全○名
責任者（所属、氏名）：○○部、○○
代理責任者（所属、氏名）：○○部、○○

	
	6
	点検者
	○○部長、○○課長、・・・

	
	7
	代替対応拠点設置の判断基準
	・発動基準と同じ。
・対応拠点が被災して使用不能の恐れがある場合。

	
	8
	代替対応拠点の電源設備
	【ライフライン（電気）の停止期間】２４時間（様式Ｂ－１－３より）
＜電気の確保方法（記載例１）＞
・発動・発電機のリース（リース会社の連絡先を記載）
・発動・発電機の燃料調達（燃料調達の連絡先を記載）
＜電気の確保方法（記載例２）＞
・既設の発動・発電機を利用

・発動・発電機の燃料を備蓄（軽油リットル：○時間稼動可能）
・○時間以上の燃料は適宜調達する（燃料調達の連絡先を記載）

	
	9
	代替対応拠点及びその近くに備える設備
	電話：○回線、FAX：○台、衛星電話：○台、無線○台、

ホワイトボード○台、パソコン○台、プリンター○台、コピー機○台

・・・

	
	10
	代替対応拠点への移動手段
	本社から徒歩で移動。
○○部長の自宅から徒歩で移動。


作成：令和〇年〇月〇日

1 代替対応拠点への地図、道順等が必要であれば備えます。

2 代替対応拠点へ持ち込むものが必要であれば、リストにします。

3 代替対応拠点が複数あれば、それぞれについて同様に作成します。

4 自社及び自社社員以外の保有する施設を代替対応拠点としている場合、施設の保有者と交わした了解文書の写し等を提出することで、さらにＢＣＰの実効性を高めることができます。

5 公共の電気が停止する間の非常用電源、その燃料の確保方法、燃料調達先への連絡方法等について定めておくことが必要です。
6 燃料の備蓄があれば、その量と稼働時間を記載してください。
様式Ｅ－１－１（必須）　災害発生直後に連絡すべき相手先リスト

	重要取引先

組織名
	重要連絡先

担当者及び代理者
	連絡手段
	連絡内容
	自社担当者

及び代理者

	本社○○

事業所
	所　属:○○

担当者:○○ ○○

代理者:○○ ○○
	電話:

FAX:

電子メール:

携帯電話：

携帯メール：
	・被害状況、安否確認等
	担当者：○○
代理者：○○

	建設業団体
	所　属:○○

担当者:○○ ○○

代理者:○○ ○○
	電話:

FAX:

電子メール:

携帯電話：

携帯メール：
	・協定による業務への対応可能性の連絡
・発注者側の対応体制の把握
・協定外の緊急業務の有無の把握
	担当者：○○
代理者：○○

	国土交通省

○○出張所

（災害協定先）
	所　属:○○

担当者:○○ ○○

代理者:○○ ○○
	電話:

FAX:

電子メール:

携帯電話：

携帯メール：
	・協定による業務への対応可能性の連絡
・発注者側の対応体制の把握
・協定外の緊急業務の有無の把握
	担当者：○○
代理者：○○

	○○県土整備

事業所

（災害協定先）
	所　属:○○

担当者:○○ ○○

代理者:○○ ○○
	電話:

FAX:

電子メール:

携帯電話：

携帯メール：
	・協定による業務への対応可能性の連絡
・発注者側の対応体制の把握
・協定外の緊急業務の有無の把握
	担当者：○○
代理者：○○

	Ａ会社

(顧問)
	所　属:○○

担当者:○○ ○○

代理者:○○ ○○
	電話:

FAX:

電子メール:

携帯電話：

携帯メール：
	・被害状況

・対応状況等
	担当者：○○
代理者：○○

	・・・
	・・・
	・・・
	・・・
	・・・


作成：令和〇年〇月〇日

1 重要度の高い連絡先から順に記載してください。

2 この情報の常備場所及び常時携帯すべき社員を決めておく必要があります。

3 関係の公的機関にも、連絡する必要が生じる場合があります。

4 連絡手段は災害時にもつながりやすいものを含めて記載して下さい。災害時にもつながり易い連絡手段の例としては、「携帯メール」、「携帯電話を通信手段とした無線インターネット接続を備えたＰＣのメール」、「衛星電話」等が挙げられます。「固定電話」、「FAX」は複数の手段とはみなしません。
5 皆様の建設会社の対応拠点・代替対応拠点の連絡先などを重要取引先に周知することでさらにＢＣＰの実効性を高めることができます。

様式Ｅ－１－２（重要）　施工中現場の連絡先リスト

	工事名
	発注機関
	工期
	発注担当者及び連絡先
	現場代理人及び連絡先
	夜間･休日担当者及び連絡先

	○○工事
	○○事務所
	R○年〇月〇日

～R○年〇月〇日
	担当者名:

電話番号:

メールアドレス:

携帯電話：

携帯メール：
	担当者名:

電話番号:

メールアドレス:

携帯電話：

携帯メール：
	担当者名:

電話番号:

メールアドレス:

携帯電話：

携帯メール：

	○○工事
	○○県○○土木事務所
	R○年〇月〇日

～R○年〇月〇日
	担当者名:

電話番号:

メールアドレス:

携帯電話：

携帯メール：
	担当者名:

電話番号:

メールアドレス:

携帯電話：

携帯メール：
	担当者名:

電話番号:

メールアドレス:

携帯電話：

携帯メール：

	○○工事
	○○県○○土木事務所
	R○年〇月〇日

～R○年〇月〇日
	担当者名:

電話番号:

メールアドレス:

携帯電話：

携帯メール：
	担当者名:

電話番号:

メールアドレス:

携帯電話：

携帯メール：
	担当者名:

電話番号:

メールアドレス:

携帯電話：

携帯メール：

	○○工事
	○○(株)
	R○年〇月〇日

～R○年〇月〇日
	担当者名:

電話番号:

メールアドレス:

携帯電話：

携帯メール：
	担当者名:

電話番号:

メールアドレス:

携帯電話：

携帯メール：
	担当者名:

電話番号:

メールアドレス:

携帯電話：

携帯メール：

	・・・
	・・・
	・・・
	・・・
	・・・
	・・・


作成：令和〇年〇月〇日
様式Ｆ－１－１（必須）　自社が保有している人員や資機材など

	資源名
	種類・資格
	保管場所
	現有する資源(人数・数量)
	確認時期

	人員
	１級土木施工管理技師
	本社
	○人
	令和○年〇月〇日

	
	大型運転免許
	本社
	○人
	令和○年〇月〇日

	
	大型特殊運転免許
	本社
	○人
	令和○年〇月〇日

	
	・・・
	・・・
	・・・
	・・・

	機材
	バックホウ0.3ｍ3
	本社機材置場
	○台
	令和○年〇月〇日

	
	社有車
	本社車庫
	○台
	令和○年〇月〇日

	
	・・・
	・・・
	・・・
	・・・

	資材
	ブルーシート
	倉庫A
	○枚
	令和○年〇月〇日

	
	
	倉庫B
	○枚
	令和○年〇月〇日

	
	土のう袋
	倉庫A
	○袋
	令和○年〇月〇日

	
	トラロープ
	倉庫A
	○本
	令和○年〇月〇日

	
	カラーコーン
	倉庫A
	○枚
	令和○年〇月〇日

	
	
	倉庫B
	○枚
	令和○年〇月〇日

	
	・・・
	・・・
	・・・
	・・・

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


1 必要に応じて、資格保有者の氏名を記載した一覧表を作成して下さい。
2 確認時期は、必ず年月日まで記載してください。
様式Ｆ－１－２（重要）　災害時の対応にあたる要員のための備蓄

	品名
	個数
	保存期間
	保管場所
	管理責任者
	確認時期
	備考

	飲料水
	○本
	
	本社
	○○部長
	令和〇年〇月
	2Lペットボトル

	非常食
	○食
	
	倉庫
	○○課長
	令和〇年〇月
	

	寝具
	毛布○枚
	
	倉庫
	○○課長
	令和〇年〇月
	

	簡易トイレ
	○個
	
	倉庫
	○○課長
	令和〇年〇月
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	・・・
	・・・
	・・・
	・・・
	・・・
	・・・
	・・・


1 備蓄量は、社員全体用を目指すことが推奨されます。

2 備蓄量が不足している場合は、今後の購入を計画してください。

3 飲料水は１人1日3L、食料は1人1日3食が目安になります。

様式Ｆ－２－１（必須）　災害発生直後に調達するリスト

	組織名称
	連絡先担当者及び

代理者所属・氏名
	住所・連絡手段
	連絡内容
	自社担当者

及び代理者

	A社
	所属:○○

担当者:○○ ○○

代理者:○○ ○○
	住　所：〇〇市〇〇町〇〇

電　話　　：○○-○○-○○
ＦＡＸ　  ：○○-○○-○○
電子メール：○○＠○○.○○
携帯電話　：○○-○○-○○
携帯メール：○○＠○○.○○
衛星電話　：○○-○○-○○
	人員の確保

受注業務

遂行協力
	担当者:○○

代理者:○○

	B社
	所属:○○

担当者:○○ ○○

代理者:○○ ○○
	住　所：〇〇市〇〇町〇〇

電　話　　：○○-○○-○○
ＦＡＸ　  ：○○-○○-○○
電子メール：○○＠○○.○○
携帯電話　：○○-○○-○○
携帯メール：○○＠○○.○○
衛星電話　：○○-○○-○○
	人員の確保

受注業務

遂行協力
	担当者:○○

代理者:○○

	Aリース社
	所属:○○

担当者:○○ ○○

代理者:○○ ○○
	住　所：〇〇市〇〇町〇〇

電　話　　：○○-○○-○○
ＦＡＸ　  ：○○-○○-○○
電子メール：○○＠○○.○○
携帯電話　：○○-○○-○○
携帯メール：○○＠○○.○○
	機材のリース
	担当者:○○

代理者:○○

	B商社
	所属:○○

担当者:○○ ○○

代理者:○○ ○○
	住　所：〇〇市〇〇町〇〇

電　話　　：○○-○○-○○
ＦＡＸ　  ：○○-○○-○○
電子メール：○○＠○○.○○
携帯電話　：○○-○○-○○
	材料の調達(土嚢袋、鋼材、セメント等)
	担当者:○○

代理者:○○

	C社
	所属:○○

担当者:○○ ○○

代理者:○○ ○○
	住　所：〇〇市〇〇町〇〇

電　話　　：○○-○○-○○
ＦＡＸ　  ：○○-○○-○○
電子メール：○○＠○○.○○
携帯電話　：○○-○○-○○
	燃料の調達(ガソリン、灯油)
	担当者:○○

代理者:○○

	D社
	所属:○○

担当者:○○ ○○

代理者:○○ ○○
	住　所：〇〇市〇〇町〇〇

電　話　　：○○-○○-○○
ＦＡＸ　  ：○○-○○-○○
電子メール：○○＠○○.○○
携帯電話　：○○-○○-○○
	装備(防塵マスク等)
	担当者:○○

代理者:○○

	・・・
	・・・
	・・・
	・・・
	・・・


作成：令和〇年〇月〇日
1 これらの相手先に対応拠点・代替対応拠点への連絡方法を事前に通知しておきます。それにより先方から連絡がつく可能性が高まります。

2 この情報の常備場所及び常時携帯すべき社員を決めておく必要があります。
3 連絡先の部署のみ記載するのではなく、個人を特定できる氏名や役職まで記載してください。
4 連絡手段は必ず複数確保して記載してください。
様式Ｇ－１－１（必須）　災害時対応訓練の実施計画

	訓練名称
	訓練内容
	参加者・対象者
	予定
時期
	実施場所
	企画実施部署

	避難・誘導訓練

(消防法に基づくまたは自主訓練)
	災害時の避難・誘導訓練。地震と火災発生を想定して屋外避難と点呼、初期消火。
	本社勤務の全社員
	毎年○月
	本社構内
	○○部
○○課

	安否確認訓練
	災害対応に必要な要員の安否確認を行えるか確認すること。
安否確認手段（メールの一斉送信、安否確認システム等）が機能するか確認すること。
安否確認の担当者が、優先順位に従ってスムーズに行動できるのか確認する。
	全社員
	毎年○月
	会社、現場、社員の自宅等
	○○部
○○課

	実施参集訓練
	災害対応に必要な要員が、徒歩で参集するのにどの程度の時間を要するか確認すること。
災害対応に必要な要員が、徒歩による参集ルートを確認することを目的とする。
	災害対応要員
会社から10km圏内の社員(徒歩で時速4km/hr程度とし,2.5時間程度で参集できる社員を対象)
	毎年○月
	会社と社員の自宅及びその間の参集ルート
	○○部
○○課

	図上参集訓練
	災害対応に必要な要員が、震度分布図や洪水ハザードマップを踏まえて、参集可能なルートを設定する。
	災害対応要員（安否確認要員、班長、代理者）
	毎年○月
	本社会議室
	○○部
○○課

	災害時対応の確認訓練

(机上訓練)
	緊急参集メンバーが事業継続計画の応急対応、事業継続の部分を読み合わせ、各要員が行うべき対応を確認する。
	災害対策本部長、本部員、各班のメンバー
	○年○月
	○○会議室
	○○部
○○課

	災害対策本部立ち上げ訓練
(本社を利用する場合)
	災害時の避難・誘導訓練。地震と火災発生を想定して屋外避難と点呼、初期消火。
・電力確保
・バックアップデータの復元

・災害対策本部レイアウトの設定
	災害対応要員
	毎年○月
	本社
	○○部
○○課

	代替対応拠点設置訓練

(仮設テントを設置する場合)
	災害対応要員が、代替対応拠点として仮設テントを設置できるようになれることを目的とする。
・対応拠点設置（例：仮設テント設置）
・電力確保
・バックアップデータの復元

・災害対策本部レイアウトの設定
	災害対応要員
	毎年○月
	本社構内
	○○部
○○課

	バックアップデータ利用訓練
	通常使用している事業所やネットワークが使用不可になることを想定し、バックアップデータ・保管資料を用いて、必要なデータ・資料を復元し利用できるようになる。
	災害対応要員
	毎年○月
	本社・代替対応拠点等
	○○部
○○課

	連絡窓口確保訓練
	重要取引先の担当者と複数の連絡手段により連絡がとれるか確認する。

協力者と複数の連絡手段により連絡がとることができるか確認する。
	災害対応要員
	毎年○月
	本社会議室
	○○部
○○課

	・・・
	・・・
	・・・
	・・・
	・・・
	・・・


作成：令和〇年〇月〇日

1 発動基準、対応拠点、代替対応拠点、対応体制、代理者及び代理順位の確認とそれに基づいた役割などを確認する机上訓練や実動訓練について記載してください。
2 避難・誘導訓練、安否確認訓練、実施参集訓練については、必ず訓練計画に記載してください。
3 本様式は作成事例であり、ここに掲載される全ての訓練をＢＣＰに反映する必要はありません。
様式Ｇ－２－１（必須）　事業継続計画の定期点検計画

	定期点検項目
	実施部署
	総括部署
	実施時期

	人事異動、組織の変更による指揮命令系統、安否確認の登録情報に変更は無いか。
	○○部

○○課
	○○部

○○課
	人事異動、組織改編の都度

	関係先の人事異動により、電話番号やメールアドレスの変更が無いか。
	○○部

○○課
	○○部

○○課
	人事異動の都度

	重要なデータやそのバックアップを実施しているか。
	○○部

○○課
	○○部

○○課
	毎年〇月

	新たな施工現場ができた場合、被災時の二次災害防止の体制を整備し、事業継続計画を反映したか。
	○○部

○○課
	○○部

○○課
	工事発注の都度

	自社保有の資機材・資格者の数量をチェックしているか。
	○○部

○○課
	○○部

○○課
	毎年〇月

	経年変化に伴い更新の必要な様式を更新しているか。
	○○部

○○課
	○○部

○○課
	毎年〇月

	・・・・・・
	○○部

○○課
	○○部

○○課
	・・・


最終更新：令和〇年〇月〇日

様式Ｈ－１－１（必須）　訓練実施記録一覧表
	訓練名称
	予定時期
	実施日

	避難・誘導訓練（消防法に基づくまたは自主訓練）
	毎年〇月
	令和〇年〇月〇日
	令和〇年〇月〇日
	－
	－

	安否確認訓練
	毎年〇月･△月
	令和〇年〇月〇日
	令和〇年〇月〇日
	令和〇年〇月〇日
	令和〇年〇月〇日

	実施参集訓練
	毎年〇月
	令和〇年〇月〇日
	令和〇年〇月〇日
	－
	－

	図上参集訓練
	〇年〇月
	令和〇年〇月〇日
	－
	－
	－

	災害時対応の確認訓練
（机上訓練）
	毎年〇月
	令和〇年〇月〇日
	令和〇年〇月〇日
	－
	－

	災害対策本部立ち上げ訓練

（本社を利用する場合）
	〇年〇月
	令和〇年〇月〇日
	－
	
	

	代替対応拠点設置訓練（仮設テントを設置する場合）
	毎年〇月
	令和〇年〇月〇日
	令和〇年〇月〇日
	
	

	バックアップデータ利用訓練
	毎年〇月
	令和〇年〇月〇日
	令和〇年〇月〇日
	－
	－

	連絡窓口確保訓練
	毎年〇月
	令和〇年〇月〇日
	令和〇年〇月〇日
	
	

	・・・
	・・・
	・・・
	・・・
	・・・
	・・・


作成：令和〇年〇月〇日
1 更新１回目の企業は過去２年分、更新２回目以降の企業は過去３年分（前回BCP更新以降に実施分）の訓練実施記録は、必ず作成してください。
2 様式G-1-1の訓練計画通りに訓練が実施出来なかった場合、実施出来なかった理由を記載してください。
様式Ｈ－１－２（必須）　訓練実施記録

	記録項目
	内　容

	訓練名称
	安否確認訓練

	実施日時
	令和○年○月○日（月）11:00～
（BCPでは、発災時刻を祝日のAM0:00としているが、本訓練は安否確認の条件を緩和して、平日月曜日のPM2:00とした。今後、祝日のAM:0:00を対象とした訓練も実施していく。）

	実施場所
	会社、現場、社員の自宅等

	参加者
	全社員

	訓練内容
	訓練目的
	●災害対応に必要な要員の安否確認を行えるか確認すること。
●安否確認手段（メールの一斉送信、安否確認システム等）が機能するか確認すること。
●安否確認の担当者が、優先順位に従ってスムーズに行動できるのか確認する。

	
	前提条件
	【地震の場合】
●令和○年○月○日（月）PM2:00に○○市で震度5強の地震が発生する。
【洪水の場合】
●令和○年○月○日（月）PM2:00に○○市で洪水特別警報が発令される。
（BCPでは、発災時刻を祝日のAM0:00としているが、本訓練は安否確認の条件を緩和して、平日月曜日のPM2:00とした。今後、祝日のAM:0:00を対象とした訓練も実施していく。）

	
	実施内容
	会社のメールを利用して、社員に一斉送信する訓練

【安否確認の担当者】
①安否確認の担当者は、会社のパソコンより、社員全員に安否確認メールを一斉送信する。
②安否確認の担当者は､社員から返信される安否情報メールを集計する。

③メール送信の無い社員に対して、携帯電話により安否確認を行う。
【参集者】

①自身の安否情報を、会社にメール送信する。

	
	訓練目標
	発災後2時間以内に、90%以上の社員の安否を確認する。

	訓練結果

(計画に対する達成状況・出てきた課題)
	●2時間以内に95％以上の安否を確認することができた。

●携帯電話の電源を切っている社員がおり、一部社員と連絡をとることができなかった。
●安否確認の担当者から２回メールが送信されてきた。

	改善点、所感等
	●今後は、安否確認訓練を平日に事前通告をしない条件や土日祝日に実施する。
●携帯電話の電源ONを義務づける。
●安否確認の担当者は、優先順位に従って安否確認を実施する。優先順位は担当者間で周知し、2回一斉メールを送信しないように注意する。
●安否確認の担当者から2回メールが来た場合、双方のメールに返信するようにする。

	次回の訓練計画(改善点を踏まえて立案)
	●事前通告をせず、土曜日に安否訓練を実施する。安否確認メールは、一番最初に会社に到着した安否確認担当者が送信する。このとき一斉メールを2度送付しないよう気を付ける。


1 更新１回目の企業は過去２年分、更新２回目以降の企業は過去３年分（前回BCP更新以降に実施分）の訓練実施記録は、必ず作成してください。

2 訓練結果は、訓練計画に対する達成状況および出てきた課題について記載します。

3 次回の訓練計画は、今回の訓練の改善点を立案し、次回の訓練内容に反映していくことを目的に作成します。
様式Ｈ－１－３（重要）　講習会、勉強会等への参加記録表

	実施年月日
	実施場所
	名称
	主催者
	説明者
	内容
	参加者

	令和○年○月○日
	○○県

○○市

(○○会館)
	企業BCPセミナー
	○○県

○○部
	○○県○○部
○○
	○○県○○部による企業BCPセミナー。
	○○、
○○、

○○

	令和○年○月○日
	○○県

○○市

(○○会館)
	中国地方整備局

BCP認定制度説明会
	中国地方整備局
	中国地方整備局企画部

○○、○○
	中国地方整備局による作成解説書を利用した事業継続計画の作成方法について説明。
	○○、
○○、

○○

	令和○年○月○日
	本社会議室
	事業継続計画レベルアップのための勉強会
	本社
	○○株式会社
○○
	外部講師を招いて、事業継続計画をレベルアップするための勉強会を実施。
	○○、
○○、

○○

	令和○年○月○日
	○○県

○○市

(○○会館)
	中国地方防災研究会第○会　講演会
	中国地方防災研究会
	○○大学

○○教授
	題目：大規模地震時の地元建設業の役割と事業継続
	○○、
○○、

○○

	・・・
	・・・
	・・・
	・・・
	
	・・・
	・・・


様式Ｈ－２－１（必須）　様式の更新履歴一覧表
	確認項目
	重要

必須
	更新の必要性
	様式名
	確認日・
更新日
	更新内容
	確認日・
更新日
	更新内容

	Ａ－１計画策定の意義・目的
	必須
	△
	様式Ａ－１－１
	計画策定の意義・目的
	R2.10.1
	確認済
	R3.10.15
	確認済

	
	必須
	○
	様式Ａ－１－２
	計画策定の検討体制
	R2.10.1
	確認済
	R3.10.15
	確認済

	Ａ－２周知方法
	必須
	○
	様式Ａ―２―１
	社員への周知方法
	R2.4.1
	新入職員へカード配布
	R3.4.1
	新入職員へカード配布

	Ｂ－１受ける被害の想定
	必須
	△
	様式Ｂ－１－１
	自社の地域で懸念されている災害の一覧整理
	R2.5.1
	対象災害に洪水追加
	R3.10.15
	確認済

	
	必須
	△
	様式Ｂ－１－１

補足資料１
	自社関連施設の位置図
	R2.5.1
	洪水ハザードマップ追加
	R3.10.15
	関連会社追加

	
	重要
	△
	様式Ｂ－１－１

補足資料２
	自社の地域で懸念されている被害
	R2.5.1
	対象災害に洪水追加
	R3.10.15
	確認済

	
	重要
	△
	様式Ｂ－１－２
	建物の耐震性に関する状況把握
	R2.10.1
	確認済
	R3.10.15
	確認済

	
	重要
	△
	様式Ｂ－１－３
	ライフラインの被害想定
	R2.10.1
	確認済
	R3.10.15
	確認済

	Ｂ－２重要業務の選定
	必須
	△
	様式Ｂ－２－１
	重要業務の候補の影響度比較表
	R2.10.1
	確認済
	R3.10.15
	確認済

	Ｂ－３目標時間の把握
	必須
	○
	様式Ｂ－３－１
	重要業務の目標(着手)時間の検討表
	R2.5.1
	自転車貸与
	R3.9.5
	現場に社員常駐

	
	必須
	○
	様式Ｂ－３－１

補足資料
	重要業務の目標時間の検討表
	R2.5.1
	自転車貸与
	R3.9.5
	現場に社員常駐

	
	重要
	△
	様式Ｂ－３－２
	全体手順初期
	R2.5.1
	手順書追加
	R3.10.15
	確認済

	Ｃ－１社員及び家族の安否確認方法
	必須
	○
	様式Ｃ－１－１
	安否確認方法一覧表
	R2.5.1
	手順見直し
	R3.10.15
	人事異動

	
	重要
	○
	様式Ｃ－１－２
	社内の連絡体制表
	R2.4.1

R2.10.1
	人事異動
人事異動
	R3.10.1
	人事異動



	
	重要
	○
	様式Ｃ－１－３
	各社員への周知
	R2.10.1
	確認済
	R3.10.15
	確認済

	Ｃ－２BCPの発動基準と災害時の対応体制
	必須
	○
	様式Ｃ－２－１
	対応体制・対応拠点の概要
	R2.10.1
	確認済
	H28.9.5
	燃料調達先契約

	
	必須
	○
	様式Ｃ－２－２
	対応体制・指揮命令系統図
	R2.4.1

R2.10.1
	人事異動

人事異動
	R3.４.1

R3.10.15
	人事異動

退職者あり

	
	重要
	○
	様式Ｃ－２－３
	顧客、来客、社員（協力会社、派遣会社社員などを含む）の避難・誘導方法
	R2.10.1
	確認済
	R3.10.15
	確認済

	Ｃ－３費用のさほどかからない対策
	重要
	△
	様式Ｃ－３－１
	設備、棚・ロッカー等、機器の災害の対策状況一覧
	R2.10.1
	確認済
	H28.9.5
	転落防止対策

	
	重要
	△
	様式Ｃ－３－２
	費用のさほどかからない建物対策、設備等の対策の実施計画
	R2.10.1
	確認済
	R3.10.15
	確認済

	
	必須
	○
	様式Ｃ－３－３
	重要なデータ・文書のバックアップの現状と対応計画
	R2.10.1
	確認済
	R3.9.5
	バックアップ方法変更

	Ｄ－１対応拠点、代替対応拠点の確保
	必須
	△
	様式Ｄ－１－１
	拠点候補リスト
	R2.10.1
	確認済
	R3.10.15
	確認済

	
	必須
	○
	様式Ｄ－１－２
	代替対応拠点の概要
	R2.10.1
	確認済
	R3.9.5
	燃料調達先契約

	Ｅ－１災害直後に連絡を取ることが重要な連絡先の認識
	必須
	○
	様式Ｅ－１－１
	災害発生直後に連絡すべき相手先リスト
	R2.10.1
	確認済
	R3.10.15
	確認済

	
	重要
	○
	様式Ｅ－１－２
	施工中現場の連絡先リスト
	R2.10.1
	確認済
	R3.10.15
	確認済

	Ｆ－１自社で確保している資源の認識
	必須
	○
	様式Ｆ－１－１
	自社が保有している人員や資機材など
	R2.10.1
	確認済
	R3.10.15
	確認済

	
	重要
	○
	様式Ｆ－１－２
	災害時の対応にあたる要員のための備蓄
	R2.10.1
	確認済
	R3.10.15
	燃料調達先契約

	Ｆ－２自社外からの調達についての連絡先の認識
	必須
	○
	様式Ｆ－２－１
	災害発生直後に調達するリスト
	R2.10.1
	確認済
	R3.9.5
	燃料調達先契約

	Ｇ－１訓練計画
	必須
	△
	様式Ｇ－１－１
	災害時対応訓練の実施計画
	R2.10.1
	確認済
	R3.10.15
	確認済

	Ｇ－２定期点検計画
	必須
	○
	様式Ｇ－２－１
	事業継続計画の定期点検計画
	R2.10.1
	確認済
	R3.10.15
	確認済

	Ｈ－１訓練計画の実施状況
	必須
	△
	様式Ｈ－１－１
	訓練実施記録一覧表
	R2.10.1
	確認済
	R3.10.15
	確認済

	
	必須
	△
	様式Ｈ－１－２
	訓練実施記録
	R2.10.1
	確認済
	R3.10.15
	確認済

	
	重要
	△
	様式Ｈ－１－３
	講習会、勉強会等への参加記録表
	R2.10.1
	確認済
	R3.10.15
	確認済

	Ｈ－２定期点検計画の実施状況
	必須
	○
	様式Ｈ－２－１
	様式の更新履歴一覧表
	R2.10.1
	確認済
	R3.10.15
	確認済

	Ｈ－３事業継続計画の改訂履歴
	必須
	△
	様式Ｈ－３－１
	事業継続計画の改訂履歴
	R2.10.1
	確認済
	R3.10.15
	確認済


○：人事異動、重要取引先の変化、資機材の消費・補充による変化、協定先の変化、協力者の変化、重要データのバックアップに伴い定期点検が必要な様式。
△：ＢＣＰの改善（被害想定の見直し、人員・資機材の充実、耐震・浸水対策の実施　等）を行っている場合、更新が必要な様式。
1 点検を実施した結果、記載内容が変化していない場合でも、確認した日付を記載しておくことが必要です。
2 更新の場合は、更新内容を記載してください。様式に記載しきれない場合は、随時欄を追加してください。
3 更新１回目の企業は過去２年分、更新２回目以降の企業は過去３年分（前回BCP更新以降に実施分）の更新履歴は必ず作成してください。

様式Ｈ－３－１（必須）　事業継続計画の改訂履歴

	版数
	改訂年月日
	制定・改訂の内容
	承認者

	初版
	平成○年○月○日
	新規策定
	○○

	第2版
	平成○年○月○日
	災害協定業務を実施するにあたり、人員と資機材が不足していたため、資格保有者を増やした。これに伴い、様式Ｅ－１－１を更新した。
	○○

	第３版
	平成○年○月○日
	安否確認の訓練結果より、安否確認の具体的な方法と手順を見直した。これに伴い、様式Ｃ－１－１を更新した。
	○○

	第３版
	平成○年○月○日
	参集訓練結果より、参集に時間を要する班長と代理者に自転車を貸与した。これに伴い、様式Ｂ－３－１と様式Ｂ－３－１補足資料を更新した。
	○○

	第３版
	平成○年○月○日
	災害対策本部設置訓練結果より、発動発電機の稼動ができない社員がいた。災害対策要員全員が発動発電機を稼動できるようにマニュアルを作成した。
	○○

	第３版
	平成○年○月○日
	災害対策本部設置訓練結果より、災害対策要員が個々に何をすればよいのか不明確であった。各班ごとに手順書を作成し、様式Ｂ－３－２に追加した。
	○○

	第３版
	平成○年○月○日
	既往ＢＣＰは地震災害を対象としていたが、地域特性として、河川氾濫についても危険性が高いことから、対象とする災害に洪水を追加した。これに伴い、様式B-1-1、様式B-1-1補足資料１、様式B-1-1補足資料２を更新した。
	○○

	第４版
	平成年○月○日
	対応拠点（代替対応拠点）において、ライフラインが○日停止することを想定して、予備電源を確保した。また、これに必要な燃料の調達方法として、○○会社と専属契約を結んだ。これに伴い、様式Ｃ－２－１と様式Ｄ－１－２を更新した。燃料調達先は、様式Ｆ－２－１を更新した。
	○○

	第４版
	平成○年○月○日
	本社において、執務環境内の転倒防止対策を実施した。これに伴い、様式Ｃ－３－１を追加した。
	○○

	第４版
	令和○年○月○日
	重要なデータ・文書のバックアップを実施するために、県外の支社にサーバーを設置し、定期的にバックアップを行うようにした。これに伴い、様式Ｃ－３－３を更新した。
	○○

	第４版
	令和○年○月○日
	目標時間を短縮するために、施工現場に社員を常駐した。これにともない、様式Ｂ－３－１と様式Ｂ－３－１補足資料を更新した。
	○○

	・・・
	・・・
	・・・
	・・・


1 制定・改定の内容について承認した承認者のサインが必要です。
2 改定年月日、制定・改訂の内容について、様式H-2-1の確認日・更新日、更新内容と一致していることを確認してください。（様式H-2-1の内容を全て様式H-3-1に記載する必要はありません。）






※検討経緯・選定理由の記載例


＜記載例①＞


上記の内、事業継続計画の対象とする災害は「地震A」とする。


【理由】自社関連施設の受ける被害が大きい。地震の発生は予測が難しく、これに対応できれば他の災害にも対応可能となるため。


＜記載例②＞


上記の内、事業継続計画の対象とする災害は「地震A」を基本とし、自社が被害を受ける規模にするために、公表される震度分布に対して一律「震度＋１」して与えた。


【理由】その他の災害については、自社関連施設の受ける被害が小さいので、事業継続計画検討対象外とした。








地震A：五日市断層による地震の被害想定





別紙1





根拠資料として用いるハザードマップ、震度分布図等は、最新版を使用して下さい。








自社関連施設として、以下を記載して下さい。


対応拠点


代替対応拠点


自社関連施設（倉庫、社員寮など）


協力会社の位置








対応拠点（本店）からの距離と移動時間を図示しておくと、目標時間の算出に便利です。








凡例を記載して下さい。








スケールを記載して下さい。








●対応拠点（本社）








●代替対応拠点２








●倉庫








●協力会社








半径2km(本店より徒歩1時間程度)








●社員寮








半径4km(本店より徒歩2時間程度)








半径6km(本店より徒歩3時間程度)








半径8km(本店より徒歩4時間程度)








●代替対応拠点１








根拠資料の出典・アドレス・交付年月日


を記載して下さい。





背景図：震度分布図（五日市断層による地震　出典：広島市ＨＰ　� HYPERLINK "http://www.city.hiroshima.lg.jp/" �http://www.city.hiroshima.lg.jp/�　H25.10）





安否確認　目標時間2時間


Ｃ係長;〇〇、Ｄ社員;〇〇、Ｅ社員;〇〇





重要取引先との連絡と調整　目標時間６時間


Ｆ課長;〇〇、Ｇ課長;〇〇、Ｈ課長;〇〇


Ｉ社員;〇〇





災害協定業務、その他の応急・復旧業務　1日


Ｊ係長:〇〇、Ｋ係長;〇〇、Ｌ社員;〇〇、


Ｍ社員;〇〇





1）○○市内に震度○強以上の地震の発生が発生したとき。


2）○○市内に洪水警報、○○観測所で避難判断水位を超えたとき。


・・・


※上記以外の災害時は、災害対策本部がＢＣＰ発動の是非を判断し、発動する場合事務局長に連絡し、事務局長から各班の班長へ連絡。上記連絡を受けた班長は、班内所属従業員へ連絡。





ＢＣＰの発動基準





災害対策本部長





○○社長


居住所：○○市○○


固定ＴＥＬ：○○○


携帯ＴＥＬ：○○○


携帯メール：○○○





代理一覧


災害対策本部長


　代理①　○○社長


　代理②　○○常務


　代理③　○○部○○部長


事務局長


　代理①　○○部○○部長


　代理②　○○部○○次長


　代理③　○○部○○課長


総務班長


　代理①　○○部○○部長


　代理②　○○部○○次長


　代理③　○○部○○課長


○○班長


　・・・





事務局長


居住所：○○市○○


固定ＴＥＬ：○○○


携帯ＴＥＬ：○○○


携帯メール：○○○





事務局長





　役割：氏名





支援班長代理





○○部○○部長


居住所：○○市○○


固定ＴＥＬ：○○○


携帯ＴＥＬ：○○○


携帯メール：○○○





支援班長





○○部○○部長


居住所：○○市○○


固定ＴＥＬ：○○○


携帯ＴＥＬ：○○○


携帯メール：○○○





　役割：氏名





対外班長代理





○○部○○次長


居住所：○○市○○


固定ＴＥＬ：○○○


携帯ＴＥＬ：○○○


携帯メール：○○○





対外班長





○○部○○部長


居住所：○○市○○


固定ＴＥＬ：○○○


携帯ＴＥＬ：○○○


携帯メール：○○○





　役割：氏名





業務班長代理





○○部○○次長


居住所：○○市○○


固定ＴＥＬ：○○○


携帯ＴＥＬ：○○○


携帯メール：○○○





業務班長





○○部○○部長


居住所：○○市○○


固定ＴＥＬ：○○○


携帯ＴＥＬ：○○○


携帯メール：○○○





総務班長





○○部○○部長


居住所：○○市○○


固定ＴＥＬ：○○○


携帯ＴＥＬ：○○○


携帯メール：○○○





総務班長代理





○○部○○次長


居住所：○○市○○


固定ＴＥＬ：○○○


携帯ＴＥＬ：○○○


携帯メール：○○○





・安全確認担当　：○○


・資機材調達担当：○○


・○○担当　　　：○○


・・・








・得意先担当：○○


・取引先担当：○○


・広報担当　：○○


・・・








・応急･災害復旧工事担当：○○


・施工中現場確認担当　：○○


・○○担当　　　　　　：○○


・・・





・全体調整担当　　：○○


・被害状況確認担当：○○


・○○担当　　　　：○○


・・・








　役割：氏名
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